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財政(一般会計)の状況 

－地方財政状況調査(決算統計)による－ 
 

 

地方財政状況調査（決算統計）は、総務省が全国の市町村、一部事務組合の財政状況を把握するために行って

いる統計調査である。 

また、調査表の作成要領により、次の項目を一般会計の歳入・歳出決算額から控除している。 

・やまとあけぼの学園に係る支援費関係費 

歳入控除額 36,829千円   歳出控除額 36,829千円 

    ※以下の数値は速報値であるため、今後、総務省により公表される確定値とは異なる場合がある。 

 

1． 決算の概要 

歳入決算額     394億 2,914万 5千円（前年度比 10.9％減） 

歳出決算額   363億 9,102万 8千円（前年度比 13.9％減） 

形式収支    30億 3,811万 7千円の黒字 

実質収支     29億 1,238万 4千円の黒字 

単年度収支    9億 9,603万 2千円の黒字 

 

2． 決算の特徴 

   令和 3年度の決算規模は、前年度に比べ、歳入が 10.9％の減、歳出が 13.9％の減となった。 

   歳入では、地方交付税、繰越金、繰入金等で 21億 4,934万 3千円の増となり、国庫支出金、都支出金、市

税等で 69億 9,406万 5千円の減となったため、前年度に比べ 48億 4,472万 2千円の減となった。 

歳出では、扶助費、積立金、災害復旧事業費等で 30億 5,580万 8千円の増となり、補助費等、物件費、普

通建設事業費等で 89億 4,587万 4千円の減となったため、前年度に比べ 58億 9,006万 6千円の減となった。 

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、収入における経常的な一般財源が 8 億 2,021 万 2 千円の増とな

り、経常的な支出に充当する一般財源が 5億 351万 4千円の増となったため、前年度の 92.1％から 1.3ポイ

ント下がり 90.8％となった。 

 

3．主な歳入 

(1) 市税：総額 125億 4,187万 9千円（構成比 31.8％、前年度比 2.2％減） 

  個人市民税は納税義務者一人当たりの所得の減等により 2.2％の減、法人市民税は法人収益が減少したこ

とにより 14.9％の減、固定資産税は評価替えによる既存家屋の経年減価による家屋分の減や減価償却による

償却資産分の減等により、2.1％の減となった。 

(2) 株式等譲渡所得割交付金：総額 1億 3,492万 8千円（構成比 0.3％、前年度比 43.1％増） 

   都の株式等譲渡所得割額の増収により増となった。 

(3) 地方消費税交付金：総額 19億 323万 3千円（構成比 4.8％、前年度比 9.0％増） 

   都の地方消費税の増収により増となった。 

(4) 地方交付税：総額 30億 5,271万 2千円（構成比 7.7％、前年度比 34.2％増） 

   普通交付税は 29億 2,172万 7千円で、前年度比 35.6％の増、特別交付税は 1億 3,098万 5千円で、前年

度比 8.4％の増となった。 

(5) 国庫支出金：総額 104億 6,749万円（構成比 26.6％、前年度比 36.1％減） 

     子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補助金や住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業

費補助金の皆増等の増要因があったが、特別定額給付金給付事業費補助金の皆減により減となった。 

(6) 都支出金：総額 55億 3,812万 4千円（構成比 14.0％、前年度比 7.3％減） 
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市町村総合交付金の減額や公立学校屋内体育施設空調設置支援事業補助金及び市町村新型コロナウイルス

感染症緊急対策特別交付金の皆減等により減となった。 

(7) 市債：総額 12億 2,579万 3千円（構成比 3.1％、前年度比 21.2％減） 

     防災行政無線デジタル化事業債及び小中学校の体育館空調設備設置事業債の皆減により減となった。 

 

4．主な歳出 

(1) 人件費：総額 46億 6,130万 4千円（構成比 12.8％、前年度比 0.2％減） 

     国勢調査の調査員報酬の皆減等により減となった。 

(2) 物件費：総額 55億 8,862万 2千円（構成比 15.4％、前年度比 3.2％減） 

     ＧＩＧＡスクール事業に係る環境整備のための電算機器等購入費の減額や庁内ネットワーク構築委託料の

皆減等により減となった。 

(3) 扶助費：総額 135億 1,367万 5千円（構成比 37.1％、前年度比 17.8％増） 

     子育て世帯への臨時特別給付金や障害者自立支援給付費の増及び住民税非課税世帯等に対する臨時特別給

付金の皆増等により増となった。 

   主なものは障害者自立支援給付費が 20億 8､535万 9千円（扶助費に占める割合 15.4％）、民間保育園の運

営費が 27億 1,231万 6千円（扶助費に占める割合 20.1％）、認定こども園施設型給付費補助金が 3億 707万

8千円（扶助費に占める割合 2.3％）、小規模保育に係る地域型給付費補助金が 1億 8,896万 2千円（扶助費

に占める割合 1.4％）、生活保護費が 30億 7,400万 6千円（扶助費に占める割合 22.7％）である。 

(4) 補助費等：総額 42億 9,816万 1千円（構成比 11.8％、前年度比 66.3％減） 

     特別定額給付金の皆減や下水道事業繰出金の減額等により減となった。 

   主なものは、消防事務委託料10億4､315万3千円、一部事務組合に対する負担金8億827万2千円である。 

(5) 公債費：総額 17億 6,435万 7千円（構成比 4.9％、前年度比 2.0％増） 

     長期債元金は 3.5％の増、長期債利子は 22.0％の減となった。 

(6) 普通建設事業費：総額 12億 7,526万 5千円（構成比 3.5％、前年度比 10.2％減） 

   民間保育園施設整備補助金の増額や旧学校給食センター解体工事費が皆増となった一方で、小中学校情報

通信ネットワーク環境整備工事費や小中学校体育館空調設備設置工事費の皆減等により普通建設事業費総額

では減となった。 

   令和 3年度の普通建設事業費の主な内訳は以下のとおりである。 

庁舎空調設備更新工事費 6,020万円、民間保育園等施設整備補助金（2園１施設）4億 6,428万 8千円、市

道第 718号線舗装補修工事費 3,304万 5千円、市道第 323号線舗装補修工事費 1,998万円、市道第 2号線舗

装補修工事費 1,408万円、公園等改修工事費 1,718万 2千円、都市計画道路 3・4・17号線用地買収費 2,576

万 8千円、小中学校水道蛇口自動水栓化工事費 6,879万 9千円、小学校体育館屋根改修工事費 1,523万 1千

円、第一中学校体育館屋根改修工事費 2,982万円、中学校体育館照明設備更新工事費 1,718万 2千円、旧日

立航空機株式会社変電所保存・改修工事費 2,177万円、狭山公民館冷暖房機更新工事費 1,364万円、旧学校

給食センター解体工事費（2施設）1億 2,454万 3千円  
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款別決算額の状況（地方財政状況調査による）

ア．歳入 

市 税 12,541,879 12,830,100 △ 288,221 △ 2.2

地 方 譲 与 税 147,689 143,835 3,854 2.7

利 子 割 交 付 金 15,469 16,918 △ 1,449 △ 8.6

配 当 割 交 付 金 110,723 81,513 29,210 35.8

株式等譲渡所得 割交 付金 134,928 94,269 40,659 43.1

地 方 消 費 税 交 付 金 1,903,233 1,746,271 156,962 9.0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 12 △ 12 △ 100.0

環 境 性 能 割 交 付 金 32,882 25,305 7,577 29.9

法 人 事 業 税 交 付 金 117,012 31,090 85,922 276.4

地 方 特 例 交 付 金 147,590 107,941 39,649 36.7

地 方 交 付 税 3,052,712 2,275,032 777,680 34.2

交通安全対策特 別交 付金 12,674 11,724 950 8.1

分 担 金 及 び 負 担 金 157,347 123,532 33,815 27.4

使 用 料 及 び 手 数 料 451,876 456,625 △ 4,749 △ 1.0

国 庫 支 出 金 10,467,490 16,387,959 △ 5,920,469 △ 36.1

都 支 出 金 5,538,124 5,971,566 △ 433,442 △ 7.3

財 産 収 入 22,977 24,747 △ 1,770 △ 7.2

寄 附 金 13,777 25,966 △ 12,189 △ 46.9

繰 入 金 1,144,784 719,692 425,092 59.1

繰 越 金 1,992,773 1,464,242 528,531 36.1

諸 収 入 197,413 179,747 17,666 9.8

市 債 1,225,793 1,555,781 △ 329,988 △ 21.2

合 計 39,429,145 44,273,867 △ 4,844,722 △ 10.9

イ．歳出

議 会 費 280,555 289,511 △ 8,956 △ 3.1

総 務 費 4,938,493 12,771,721 △ 7,833,228 △ 61.3

民 生 費 19,810,511 17,275,337 2,535,174 14.7

衛 生 費 3,189,449 2,441,809 747,640 30.6

労 働 費 38,934 37,172 1,762 4.7

農 林 業 費 77,911 60,146 17,765 29.5

商 工 費 388,119 319,355 68,764 21.5

土 木 費 1,388,779 1,455,747 △ 66,968 △ 4.6

消 防 費 1,176,759 1,346,057 △ 169,298 △ 12.6

教 育 費 3,234,113 4,506,603 △ 1,272,490 △ 28.2

災 害 復 旧 費 103,048 47,567 55,481 116.6

公 債 費 1,764,357 1,730,069 34,288 2.0

諸 支 出 金 0 0 0 0.0

合 計 36,391,028 42,281,094 △ 5,890,066 △ 13.9

(単位：千円、％）

令和3年度

令和3年度 増減率令和2年度 増減額区      分

増減額

(単位：千円、％）

増減率令和2年度区      分
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人口一人当たりの決算額（地方財政状況調査による）

住民基本台帳人口 3年度（4.3.31現在） 85,086 人
住民基本台帳人口 2年度（3.3.31現在） 85,294 人

ア．歳入 

市 税 147,402 150,422 △ 3,020

地 方 譲 与 税 1,736 1,686 50

利 子 割 交 付 金 182 198 △ 16

配 当 割 交 付 金 1,301 956 345

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 1,586 1,105 481

地 方 消 費 税 交 付 金 22,368 20,474 1,894

自 動 車 取 得 税 交 付 金 0 0 0

環 境 性 能 割 交 付 金 386 297 89

法 人 事 業 税 交 付 金 1,375 365 1,010

地 方 特 例 交 付 金 1,735 1,266 469

地 方 交 付 税 35,878 26,673 9,205

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 149 137 12

分 担 金 及 び 負 担 金 1,849 1,448 401

使 用 料 及 び 手 数 料 5,311 5,354 △ 43

国 庫 支 出 金 123,022 192,135 △ 69,113

都 支 出 金 65,089 70,012 △ 4,923

財 産 収 入 270 290 △ 20

寄 附 金 162 304 △ 142

繰 入 金 13,454 8,438 5,016

繰 越 金 23,421 17,167 6,254

諸 収 入 2,320 2,107 213

市 債 14,407 18,240 △ 3,833

合 計 463,403 519,074 △ 55,671

イ．歳出

人 件 費 54,783 54,767 16

物 件 費 65,682 67,671 △ 1,989

維 持 補 修 費 1,868 1,453 415

扶 助 費 158,824 134,443 24,381

補 助 費 等 50,516 149,532 △ 99,016

積 立 金 22,403 11,977 10,426

投 資 及 び 出 資 金 0 0 0

貸 付 金 35 305 △ 270

繰 出 金 36,651 38,063 △ 1,412

公 債 費 20,736 20,284 452

投 資 的 経 費 16,199 17,215 △ 1,016

（ １ ） 普 通 建 設 事 業 費 14,988 16,658 △ 1,670

う ち単 独事 業費 9,213 14,080 △ 4,867

（ ２ ） 失 業 対 策 事 業 費 0 0 0

（ ３ ） 災 害 復 旧 事 業 費 1,211 558 653

合 計 427,697 495,710 △ 68,013

令和3年度

区　　　　　　分

(単位：円）

(単位：円）

令和3年度 令和2年度 増減額

区　　　　　　分 令和2年度 増減額
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歳出内訳及び財源内訳(地方財政状況調査による）

普 通 建 設 災 害 復 旧 投資及び出

事 業 費 事 業 費 資金貸付金

議 会 費 266,152 12,217 2,186 280,555

総 務 費 1,550,459 1,095,039 7,656 210,567 170,238 1,904,534 4,938,493

民 生 費 1,155,835 691,046 6,731 13,328,428 1,027,876 482,119 2 3,118,474 19,810,511

衛 生 費 293,598 1,752,738 4,412 7,072 1,123,328 8,301 3,189,449

労 働 費 35,934 3,000 38,934

農 林 業 費 35,283 6,597 242 34,311 1,478 77,911

商 工 費 44,377 246,728 89,326 7,688 388,119

土 木 費 333,101 375,974 89,919 369,219 220,555 11 1,388,779

消 防 費 13,442 56,290 600 1,084,888 21,539 1,176,759

教 育 費 969,057 1,351,993 49,404 178,175 320,526 363,347 1,611 3,234,113

災 害 復 旧 費 103,048 103,048

公 債 費 1,764,357 1,764,357

諸 支 出 金 0

合 計 4,661,304 5,588,622 158,964 13,513,675 4,298,161 1,275,265 103,048 1,764,357 1,906,158 3,000 3,118,474 36,391,028

構 成 比 （ ％ ） 12.8 15.4 0.4 37.1 11.8 3.5 0.3 4.9 5.2 0.0 8.6 100.0

国 庫 支 出 金 77,203 797,892 2,627 7,712,046 305,719 302,673 40,000 111,104 9,349,264

都 支 出 金 263,797 802,477 324 2,489,335 948,443 559,084 351,655 5,415,115

使 用 料 及 び 手 数 料 7,938 317,653 492 63,961 390,044

分担金・負担金・寄附金 5,717 3,070 134,361 1,445 11,886 1,610 158,089

財 産 収 入 36 211 247

繰 入 金 13,521 22,904 36,425

繰 越 金 0

諸 収 入 10,031 61,332 6,884 5,000 3,000 86,247

市 債 36,000 36,000

一 般 財 源 等 4,296,618 3,606,162 155,521 3,177,933 2,971,709 383,101 4,144 1,764,357 1,904,337 0 2,655,715 20,919,597

公 債 費 積 立 金維持補修費 扶 助 費人 件 費 物 件 費 繰 出 金区　　　　　分 補 助 費 等

(単位：千円）

合 計
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経常収支比率の状況（地方財政状況調査による）

(A)のうち

人 件 費 4,283,322 3,946,508 4,331,343 3,966,540 23.2 20,032 4,671,300 4,260,487 24.2 293,947 4,661,304 4,248,312 23.1 △ 12,175

物 件 費 4,462,721 3,027,112 4,785,493 3,135,105 18.3 107,993 5,771,926 3,071,146 17.5 △ 63,959 5,588,622 3,242,063 17.6 170,917

維 持 補 修 費 111,940 110,527 108,897 108,253 0.6 △ 2,274 123,944 123,714 0.7 15,461 158,964 155,521 0.9 31,807

扶 助 費 11,193,337 3,203,204 11,403,264 3,188,521 18.6 △ 14,683 11,467,204 3,012,727 17.1 △ 175,794 13,513,675 3,175,532 17.3 162,805

補 助 費 等 3,169,575 1,854,629 3,519,366 1,889,018 11.0 34,389 12,754,153 1,822,889 10.4 △ 66,129 4,298,161 1,874,607 10.2 51,718

公 債 費 1,613,190 1,613,190 1,618,447 1,618,447 9.5 5,257 1,730,069 1,730,069 9.9 111,622 1,764,357 1,764,357 9.6 34,288

投資及び出資金 ・貸 付金 27,000 0 26,000 0 0.0 0 26,000 0 0.0 0 3,000 0 0.0 0

繰 出 金 3,706,903 2,405,232 3,891,861 2,643,522 15.4 238,290 3,246,526 2,161,982 12.3 △ 481,540 3,118,474 2,226,136 12.1 64,154

合 計 28,567,988 16,160,402 29,684,671 16,549,406 96.6 389,004 39,791,122 16,183,014 92.1 △ 366,392 33,106,557 16,686,528 90.8 503,514

歳 入 の う ち

経 常 的 な

一 般 財 源 等

※　歳入のうち経常的な一般財源等には、減収補てん債特例分及び臨時財政対策債を含む。

充当額

(A) (B)

17,110,357

(F)

平　成　31　年　度

(D)のうち 経常収支

決算額

の一般財源等

(G)

比　　率

の一般財源等 の一般財源等

(D) (E) 100 100(I)(H)

18,383,272

(L)のうち 経常収支

決算額

×

平　成　30　年　度

増減額決算額

充当額

令　和　3　年　度

(K)

(H)のうち

経常的なもの

(M)／(N) (M)－(I)

決算額

(L) (M) 100 (O)

(E)／(F)

××

区　　　　　　　　分

(J)

充当額 充当額

の一般財源等

増減額

(E)－(B)

経常的なもの 比　　率 経常的なもの 増減額

(I)／(J) (I)－(E)

比　　率

(C) (N)

17,123,095 17,563,060

（単位：千円、％）

令　和　2　年　度

経常収支

経常的なもの
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寄附金の状況  

 

1. 旧日立航空機株式会社変電所の保存等のための寄附  (単位：円、件) 

区   分 金   額 件   数 

寄附金 1,631,476 52 

募金 172,191  

合   計 1,803,667 52 

 

2. 一般寄附                              (単位：円、件) 

区   分 金   額 件   数 

子育てと教育のために活用するもの 4,650,000 66 

福祉と健康のために活用するもの 1,551,392 25 

スポーツと文化のために活用するもの 110,000 3 

産業と観光のために活用するもの 40,000 4 

緑と環境のために活用するもの 1,352,000 24 

公共施設等のために活用するもの 40,000 3 

上記のほか、市政全般のために活用するもの 4,230,000 75 

合   計 11,973,392 200 

 

※寄附者名簿は市公式ホームページに掲載 


